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札幌圏都市計画地区計画の変更（札幌市決定）        【決定番号(緩)第１号】  

                              決 定  平 成 18年 ３ 月 31日 （ 告 示 第 531号 ） 

変 更  平 成 18年 8月 7日 （ 告 示 第 131 4号 ） 

都市計画都心創成川東部地区地区計画を次のように変更する。 

 

 

１ 地区計画の方針 

 

名   称 都心創成川東部地区地区計画 

 

 

位   置 

 

 

 札幌市中央区北５条東３丁目、北４条東３丁目、北３条東３丁目、北２条東３丁目の

一部、北１条東３丁目、北１条東４丁目の一部、北１条東５丁目の一部、北１条東６丁

目、北１条東７丁目の一部、大通東３丁目、大通東４丁目、大通東５丁目、大通東６丁

目、南１条東３丁目の一部、南１条東４丁目、南１条東５丁目、南１条東６丁目、南１

条東７丁目の一部、南２条東３丁目の一部、南２条東４丁目、南２条東５丁目、南２条

東６丁目の一部、南３条東３丁目の一部、南３条東４丁目、南３条東５丁目の一部、南

４条東３丁目の一部、南４条東４丁目、南４条東５丁目、南５条東５丁目 

区   域  計画図表示のとおり 

面   積  ４１．０ha 

地区計画の目標 

当地区は札幌の都心の東側に位置し、第 4次札幌市長期総合計画の中で、経済活動を

展開するための機能とさまざまな居住形態やライフスタイルを支える機能とが複合化

した新たな都心としての発展を促進する地域である「複合開発促進ゾーン」に位置づけ

られている。 

現在、当地区では土地の低利用な状況がある一方で、共同住宅の立地が活発であるな

ど、部分的には建築更新が進んでいるため、これらの動向を適切に誘導・調整し、土地

の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新及び良好な市街地環境の創出を図るこ

とが必要である。 

そこで、土地の高度利用と併せてオープンスペースの創出や都市サービス機能の充実

を促し、多様な機能が複合化した質の高い複合市街地を形成することを目標とする。 

区

 

域

 

の

 

整

 

備

 

・

 

開

 

発

 

及

 

び

 

保

 

全

 

に

 

関

 

す

 

る

 

方

 

針

 

土地利用

の方針 

 

都心にふさわしい、商業、業務および居住機能の調和した複合的な土地利用を促進し、

併せて良好な市街地環境を備えた高度利用複合市街地が形成されるよう、土地利用の方

針を以下のように定める。 

１ 土地の合理的かつ健全な高度利用を促進する。 

２ 安全で快適なゆとりある歩行者空間の創出を促進する。 

３ 快適でゆとりのある広場空間の創出を促進する。 

４ 道路に面する部分の低層階には、複合市街地としての利便性が確保されるよう、商

業業務機能や生活支援機能の導入を促進する。 
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建築物等

の整備の

方針 

地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、良好な複合市街地環境の創出を図るよ

う、建築物等の整備の方針を以下のように定める。 

１ 土地の合理的かつ健全な高度利用を図るため、「建築物の容積率の最高限度」を定め

る。 

２ 安全で快適な歩行者空間及びゆとりと憩いの場を創出するよう、歩道状空地及び広

場の整備を促進する。 

３ 複合市街地としての利便性が確保されるよう、建築物の 1 階にあっては、商業業務

機能や生活支援機能の導入を促進する。 

４ 敷地の狭小化を抑制し、土地の合理的かつ健全な高度利用を図るため、「建築物の容

積率の最低限度」、「建築物の建ぺいの最高限度」及び「建築物の建築面積の最低限度」

を定める。 

５ 安全で快適な歩行者空間を創出するよう、道路から適切な「建築物の壁面の位置の

制限」を定める。 

６ 歩行者の通行等の妨げとならないよう、「壁面後退区域における工作物の設置の制

限」を定める。 

７ 調和のとれた街並みを形成するよう、「建築物の高さの最高限度」を定める。 
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２ 地区整備計画 

名  称 都心創成川東部地区 

区  域 計画図表示のとおり 

面  積 ３０．２ha 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 

地区の 

区分 

名 称 複合開発促進地区 

面 積 ３０．２ha 

建築物の容積率の最高限

度 

１ 建築物の容積率の最高限度は、近隣商業地域内の建築物については１０分の３０、

商業地域内の建築物については１０分の４０とする。 

２ 次の各号のいずれかに該当し、かつ、充分な緑化を図ることにより周辺市街地環

境の向上に寄与すると市長が認めた建築物の容積率の最高限度は、当該各号に定め

る数値を前項に掲げる数値に加えた数値とする。 

(1) 次のすべてに該当する建築物  １０分の１０ 

 ア 建築物の建築面積が100㎡以上であるもの 

イ 建築物の外壁又はこれに代わる柱（以下、この地区整備計画において「外壁等」

という。）の面が道路境界線(都市計画道路にあっては都市計画道路境界線)よ

り 1.5ｍ以上後退し、かつ、道路に接して幅員 1.5ｍ以上の歩道状空地を整備

するもの 

 ウ 前面道路 (前面道路が２以上ある場合はその幅員が最大のもの。) の幅員が15

ｍ以上であるもの 

 エ 面積が100㎡以上かつ建築物の敷地面積の10％以上の広場を設けるもの 

 オ 建築物の敷地面積が200㎡以上であるもの 

 カ 建築物の1階部分に、別表に定める誘導用途に供する部分を設け、当該用途に

供する部分の床面積の合計が100㎡以上かつ建築物の敷地面積の10％以上であ

るもの 

(2) 前号アからエまでのいずれにも該当する建築物、又は前号アからウ、オ及びカ

のいずれにも該当する建築物  １０分の５ 

(3) 第1号ア及びイに該当する建築物  １０分の２ 

建築物の容積率の最低限

度 

１０分の１０ 

建築物の建ぺい率の最高

限度 
１０分の８ 

建築物の建築面積の最低

限度 

５０㎡ 
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建
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す
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事
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 複合開発促進地区 

建築物の壁面の位置の制

限 

道路境界線（都市計画道路にあっては都市計画道路境界線。また、隅切部分を除く。）

から建築物の外壁等の面までの距離の最低限度は0.5ｍとする。 

壁面後退区域における工

作物の設置の制限 

工作物を設けてはならない。 

建築物等の高さの最高限

度 

４５ｍ 

(適用の除外) 

１ 次の各号の一に該当する建築物には適用しない。 

一 主要構造部が木造、鉄骨造、コンクリートブロック造その他これらに類する構造であって、階数が２以下で、か

つ地階を有しない建築物で、容易に移転し、又は除却することができるもの 

二 公衆便所、巡査派出所その他これらに類する建築物で、公益上必要なもの 

三 学校、駅舎、卸売市場その他これらに類する公益上必要な建築物で、市長が用途上又は構造上やむを得ないと認

めたもの 

２ 適合しない部分が、当該建築物の壁面の位置の制限に係る場合の増築及び改築については、道路境界線（都市計画

道路にあっては都市計画道路境界線。また、隅切部分を除く。）から建築物の壁面の位置の制限に規定する数値以上の

距離にある敷地内で増築又は改築を行うときには、当該建築物の部分に対しては、当該規定は、適用しない。 

 

(制限の緩和) 

この地区計画が決定した際現に存する建築物若しくはその敷地又は現に建築、修繕若しくは模様替の工事中の建築物

若しくはその敷地がこれらの規定に適合せず、又はこれらの規定に適合しない部分を有する場合においては、当該建築

物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分に対しては、次に定める範囲内において増築、改築、大規模の修

繕又は大規模の模様替えをする場合においては、建築基準法第３条第３項第三号及び第四号の規定にかかわらず、当該

地区整備計画の規定は、適用しない。 

１ 適合しない部分が、当該建築物の容積率の最低限度又は建築面積に係る場合の増築及び改築については次の各号に

定めるところによる。 

 一 増築後の建築面積及び延べ面積が基準時における建築面積及び延べ面積の1.5倍を超えないこと。 

二 増築後の建築面積が地区整備計画において定められた建築面積の最低限度の2/3を超えないこと。 

三 増築後の容積率が地区整備計画において定められた容積率の最低限度の2/3を超えないこと。 

四 改築に係る部分の床面積が基準時における延べ面積の1/2を超えないこと。 

２ 大規模の修繕又は大規模の模様替えについては、これらの修繕又は模様替えのすべてとする。 

 

備  考 用語の定義及び算定方法については、建築基準法及び同法施行令の例による。 
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別 表 

誘導用途 

(1)社会福祉施設 

ア 老人福祉法(昭和38年7月 11日法律第133号) 第 5条の3に規定する老人福祉施

設 

イ 児童福祉法(昭和22年12月 12日法律第164号) 第 7条に規定する児童福祉施設 

ウ 身体障害者福祉法(昭和24年 12月 26日法律第283号)第5条に規定する身体障害

者社会参加支援施設 

エ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年11月７

日法律第123号)第５条に規定する障害者支援施設、地域活動支援センター、福祉ホ

ーム又は障害福祉サービス事業（生活介護、自立訓練、就労移行支援又は就労継続

支援を行う事業に限る。）の用に供する施設 

オ 母子及び寡婦福祉法(昭和39年7月 1日法律第129号) 第 39条に規定する母子福

祉施設 

(2)医療施設 病院、診療所 

(3)商業施設 

ア 物品販売業を営む店舗(専ら性的好奇心をそそる写真その他の物品の販売を行うも

のを除く。) 又は飲食店 

イ 理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その他これらに類

するサービス業を営む店舗 

ウ 洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他これらに類するサービス

業を営む店舗で作業場の床面積の合計が50㎡以内のもの(原動機を使用する場合に

あっては、その出力の合計が0.75kW以下のものに限る。) 

エ 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに

類するもので作業場の床面積の合計が50㎡以内のもの(原動機を使用する場合にあ

っては、その出力の合計が0.75kW以下のものに限る。) 

オ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 

カ 銀行の支店、損害保険代理店、宅地建物取引業を営む店舗その他これらに類するサ

ービス業を営む店舗 

(4)その他 市長が必要と認めたもの 

 

 

理由 

 都市計画公園の新規決定に伴い、当該部分を地区整備計画区域から除外するとともに、所要の規定整理を行うため、地

区計画を変更するものである。 







変更説明書（新旧対照表） 

 

札幌圏都市計画都心創成川東部地区地区計画 

 

 

変更内容 

都市計画公園の新規決定に伴い、当該部分を地区整備計画区域から除外するとともに、所要の規定整理を行う。 

 

２ 地区整備計画 

事 項 

計 画 内 容 

新 旧 

面 積 30.2ha 30.3ha 

別表 

事 項 

計 画 内 容 

新 旧 

誘導用途 (1)社会福祉施設 

ア 老人福祉法(昭和 38年 7 月 11日法律

第 133号) 第 5 条の 3 に規定する老人

福祉施設 

イ 児童福祉法(昭和 22年 12月 12日法律

第 164号) 第 7 条に規定する児童福祉

施設 

ウ 身体障害者福祉法(昭和 24年 12月 26

日法律第 283号)第 5条に規定する身体

障害者社会参加支援施設 

エ 障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律(平成 17 年

11月7日)第5条に規定する障害者支援

施設、地域活動支援センター、福祉ホ

ーム又は障害福祉サービス事業（生活

介護、自立訓練、就労移行支援又は就

労継続支援を行う事業に限る。）の用に

供する施設 

オ 母子及び寡婦福祉法(昭和 39 年 7月 1

日法律第 129号) 第 39条に規定する

母子福祉施設 

ア 老人福祉法(昭和 38 年 7 月 11 日法律

第 133 号) 第 5 条の 3 に規定する老人

福祉施設 

イ 児童福祉法(昭和 22年 12月 12日法律

第 164 号) 第 7 条に規定する児童福祉

施設 

ウ 身体障害者福祉法(昭和 24 年 12 月 26

日法律第 283号)第 5条に規定する身体

障害者更正援護施設 

エ 知的障害者福祉法(昭和 35 年 3 月 31

日法律第 37 号)第 5 条に規定する知的

障害者援護施設 

オ 母子及び寡婦福祉法(昭和 39 年 7 月 1

日法律第 129 号) 第 39 条に規定する

母子福祉施設 

 

 



札幌圏都市計画都心創成川東部地区地区計画 

新 旧 

 

 

 

 

変更内容 都市計画公園の新規決定に伴い、当該部分を地区整備計画区域から除外する。 

 

変更箇所 
変更箇所 




